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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し
ておりません。 

    ２．消費税等の処理については、税抜方式によっております。 
    ３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、第13期第２四半期連結累計（会計）期間及

び第13期は、潜在株式は存在するものの希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、また第14期第
２四半期連結累計（会計）期間は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。  

  

第一部【企業情報】 
第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

回次 
第13期 

第２四半期連結 
累計期間 

第14期 
第２四半期連結 
累計期間 

第13期 
第２四半期連結 
会計期間 

第14期 
第２四半期連結 
会計期間 

第13期 

会計期間 

自平成21年 
12月１日 
至平成22年 
５月31日 

自平成22年 
12月１日 
至平成23年 
５月31日 

自平成22年 
３月１日 
至平成22年 
５月31日 

自平成23年 
３月１日 
至平成23年 
５月31日 

自平成21年 
12月１日 
至平成22年 
11月30日 

売上高（千円）  2,084,600  2,048,843  1,100,649  1,076,053  4,176,402

経常利益（千円）  136,469  200,248  118,851  129,314  323,108

四半期（当期）純利益（千円）  136,882  175,446  124,403  124,869  299,331

純資産額（千円）  －  －  1,230,181  1,567,120  1,391,601

総資産額（千円）  －  －  2,742,737  2,944,008  2,832,324

１株当たり純資産額（円）  －  －  27,801.98  35,416.75  31,450.04

１株当たり四半期（当期）純利益
金額（円） 

   3,784.12    3,965.08  2,886.72  2,822.04  7,441.98

潜在株式調整後１株当たり四半期
（当期）純利益金額（円） 

 －  －  －  －  －

自己資本比率（％）  －  －  44.9  53.2  49.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー（千円） 

 351,942  458,143  －  －  717,412

投資活動による 
キャッシュ・フロー（千円） 

 △57,672  △50,703  －  －  △95,376

財務活動による 
キャッシュ・フロー（千円） 

 207,562  △137,764  －  －  124,567

現金及び現金同等物の四半期末
（期末）残高（千円） 

 －  －  1,080,873  1,595,321  1,325,644

従業員数（人）  －  －  266  248  252
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 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重
要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。  

  

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 
   

(1）連結会社の状況 

 （注）  従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの
出向者を含む。）であり、臨時雇用者数（契約社員、パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含
む。）は、（ ）外数で記載しております。 

  
(2）提出会社の状況 

 （注）  従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時
雇用者数（契約社員、人材会社からの派遣社員を含む。）は、（ ）外数で記載しております。 

  

２【事業の内容】 

３【関係会社の状況】 

４【従業員の状況】 

  平成23年５月31日現在

従業員数（人） ( ) 248 70   

  平成23年５月31日現在

従業員数（人） ( ) 240 56   

2493/2011年-3-



(1) 生産実績 
  当第２四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

   (注) １ 金額は販売価格により算出したものであります。 
  ２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  
(2) 製品仕入実績 
  当第２四半期連結会計期間の製品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  (注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
      
(3) 商品仕入実績 
  当第２四半期連結会計期間の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  (注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
      
(4) 受注実績 
    該当事項はありません。 
  
(5) 販売実績 
  当第２四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  (注) １ セグメント間の取引については相殺消去をしております。 

第２【事業の状況】 
１【生産、受注及び販売の状況】 

セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間 
（自 平成23年３月１日 
至 平成23年５月31日） 

前年同四半期比（％） 

農産物販売事業（千円）  42,425             － 

セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間 
（自 平成23年３月１日 
至 平成23年５月31日） 

前年同四半期比（％） 

農産物販売事業（千円）  7,228          － 

セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間 
（自 平成23年３月１日 
至 平成23年５月31日） 

前年同四半期比（％） 

農産物販売事業（千円）  324             － 

セグメントの名称 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成23年３月１日 
至 平成23年５月31日） 前年同四半期比（％） 

販売高（千円） 

システム事業  520,985 －     

業務受託事業  479,135             －  

農産物販売事業  75,932 －     

合計    1,076,053 －     
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     ２ 前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販
売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。  

     ３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

相手先 

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年３月１日 
至 平成22年５月31日）  

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成23年３月１日 
至 平成23年５月31日）  

販売高（千円） 割合（％）  販売高（千円） 割合（％）  

㈱ドール  292,657  26.6  272,260  25.3

㈱フレッシュシステム  281,356  25.6  261,729  24.3

㈱ケーアイ・フレッシュアクセス  248,365  22.6  234,216  21.8
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 当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証
券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 
  
  

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日（平成23年７月15日）現在において当社グループ（当社及び連結
子会社）が判断したものであります。 
（1）経営成績 
当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益や設備投資などの持ち直しの動きも一部見え始めたもの
の、平成23年３月に発生した東日本大震災とそれに端を発する福島第一原子力発電所の事故の影響などにより、先行き
不透明な状況で推移いたしました。 
生鮮青果流通業界においては、バナナの輸入量・価額が前年を下回る状況で推移し、主要卸売市場の卸売数量が前年

を下回る状況で推移いたしました。 
 このような状況の下、当社グループにおきましては、事業基盤の強化に向けて生産性の向上、顧客満足度の向上等に
取り組んでまいりました。また近年の多様化する顧客ニーズへの一層の対応と、サービスレベル向上を目指し、当社が
主力とするイーサポートリンクシステムの再構築を計画しております。当第２四半期連結会計期間においては開発に向
けての要件整理を行ってまいりました。 
 新規顧客獲得に向けては生鮮ＥＤＩや業務受託など当社が強みを持つサービスの拡販営業活動を推進し、事業領域拡
大に努めてまいりました。 
 こうした中、再構築を睨んで現行イーサポートリンクシステムの保守・カスタマイズを抑制したこと等から、前年同
期と比較して増益となりました。 
以上の結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は10億76百万円（前年同期比2.2％減）、営業利益は１億32百万円
（同12.4％増）、経常利益は１億29百万円（同8.8％増）、四半期純利益は１億24百万円（同0.4％増）となりました。 
  
セグメント別の業績は、次のとおりであります。 
  
（システム事業） 
 システム事業におきましては、主として提供サービスに関わるソフトウェア、ハードウェアなどの保守・機能拡張を
実施し、サービスレベル向上に努めております。 
 輸入青果物サプライチェーン向けに提供するイーサポートリンクシステムにおいては、現行システムの安定運用を継
続すると共に、より高度なニーズに対応すべく再構築を検討してまいりました。 
 また大手量販店デマンドチェーン向けに提供する生鮮ＭＤシステムにおいては、機能開発による顧客ニーズの実現な
どにより利用取引先数、データ件数を増加させてまいりました。 
以上の結果、売上高は５億20百万円（前年同期比2.5％減）、セグメント利益は１億63百万円（同50.7％増）となり

ました。 
（業務受託事業） 
 業務受託事業におきましては、主としてサプライチェーンにおける流通オペレーション機能を提供し、生産性向上に
よる流通合理化に努めております。前連結会計年度に引き続き主要な輸入青果物サプライチェーンの流通合理化と、当
社の事業損益向上を実現するため、当社におけるオペレーション効率化、人員配置適正化などを実施してまいりまし
た。 
以上の結果、売上高は４億79百万円（前年同期比4.6％減）、セグメント利益は１億62百万円（同17.9％減）となり

ました。 
（農産物販売事業） 
 農産物販売事業におきましては、生産者との連携強化及び販路の拡大、収益力の改善に努めてまいりましたが、収支
均衡には至りませんでした。 
以上の結果、売上高は75百万円（前年同期比19.2％増）、セグメント損失は11百万円（前年同期は営業損失21百万
円）となりました。 
  
（2）財政状態 
  ① 資産の部 
 当第２四半期連結会計期間末における資産の残高は、第１四半期連結会計期間末と比べて17百万円減少し、29億44百
万円（第１四半期連結会計期間末比0.6％減）となりました。内訳としては、流動資産が20億22百万円（同1.4％増）、

２【事業等のリスク】 

３【経営上の重要な契約等】 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 
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固定資産が９億15百万円（同4.6％減）、繰延資産が６百万円（同9.1％減）となりました。 
 流動資産の主な増加要因は、現金及び預金が１億13百万円増加した一方、仕掛品が18百万円、原材料及び貯蔵品が23
百万円それぞれ減少したことによるものです。 
 固定資産の主な減少要因は、ソフトウエアが26百万円、ソフトウエア仮勘定が８百万円それぞれ減少したことによる
ものです。 
② 負債の部 
当第２四半期連結会計期間末における負債の残高は、第１四半期連結会計期間末と比べて１億42百万円減少し、13億
76百万円（第１四半期連結会計期間末比9.4％減）となりました。内訳としては、流動負債が８億68百万円（同12.0％
減）、固定負債が５億８百万円（同4.5％減）となりました。 
流動負債の主な減少要因は、短期借入金が75百万円、賞与引当金が59百万円それぞれ減少したことによるものです。 
固定負債の主な減少要因は、社債が10百万円、長期借入金が５百万円それぞれ減少したことによるものです。   
③ 純資産の部 
当第２四半期連結会計期間末における純資産の残高は、第１四半期連結会計期間末と比べて１億25百万円増加し、 
15億67百万円（第１四半期連結会計期間末比8.7％増）となりました。この結果、自己資本比率は53.2％となりまし
た。 
その主な増加要因は、四半期純利益１億24百万円の計上によるものです。 
④キャッシュ・フローの状況 
 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半期連結会計期間末
に比して１億13百万円増加し、15億95百万円となりました。 

  
 当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  
 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 
 営業活動の結果得られた資金は２億54百万円（前年同期は２億43百万円の収入）となりました。これは主に税金等調
整前四半期純利益を１億26百万円、減価償却費を65百万円計上したこと、その他の流動負債が73百万円増加したこと等
によるものであります。 
 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 
 投資活動の結果使用した資金は28百万円（前年同期は31百万円の支出）となりました。これは主に無形固定資産の取
得による支出28百万円等によるものであります。 
 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 
 財務活動の結果使用した資金は１億12百万円（前年同期は３億53百万円の収入）となりました。これは主に短期借入
金の純減額75百万円、長期借入金の返済による支出22百万円、社債の償還による支出10百万円等によるものでありま
す。 

  
（3）事業上及び財務上の対処すべき課題 
 当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生
じた課題はありません。  

  
（4）研究開発活動 
 該当事項はありません。  
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(1）主要な設備の状況 
 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  
(2）設備の新設、除却等の計画 
 当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除
却等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等
の計画はありません。 

  

第３【設備の状況】 
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①【株式の総数】 
  

  
②【発行済株式】 
  

  

 該当事項はありません。 
  

 該当事項はありません。 

    

 該当事項はありません。 

  

  

  

第４【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  107,000

計  107,000

種類 
第２四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成23年５月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成23年７月15日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式  44,248  44,248

大阪証券取引所 
ＪＡＳＤＡＱ 
（スタンダード） 

当社は単元株制度は採
用しておりません。 

計  44,248  44,248 － － 

（２）【新株予約権等の状況】 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

（４）【ライツプランの内容】 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高 
（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成23年３月１日～ 
平成23年５月31日  

－  44,248   －  2,721,514  －  620,675

2493/2011年-9-



   

①【発行済株式】 

  
②【自己株式等】 

  

（６）【大株主の状況】 

  平成23年５月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

フレッシュＭＤホールディングス株
式会社 

東京都千代田区神田和泉町１番地 神田和泉
町ビル７階 

 18,242  41.22

株式会社ケーアイ・フレッシュアク
セス 

東京都江東区南砂二丁目７番５号 鴻池ビル
ディング３Ｆ 

 4,333  9.79

全日本ライン株式会社 東京都千代田区神田和泉町１番地  1,956  4.42

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山二丁目５番１号  1,883  4.25

ピー・エス・アセット・ホールディ
ングス株式会社 

東京都中央区晴海一丁目８番11号  1,883  4.25

株式会社上組 兵庫県神戸市中央区浜辺通四丁目１番11号  1,667  3.76

東洋埠頭株式会社 東京都中央区晴海一丁目８番８号  1,111  2.51

オリックス株式会社 東京都港区浜松町二丁目４番１号  1,111  2.51

株式会社フレッシュプロデュースド
ットコム 

東京都渋谷区代々木一丁目55番14号   1,050  2.37

ファルコン投資事業組合 
東京都港区芝三丁目43番５号 三田加藤ビル
３階 

 978  2.21

計 －  34,214  77.32

（７）【議決権の状況】 

平成23年５月31日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  44,248  44,248 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数  44,248 － － 

総株主の議決権 －  44,248 － 

平成23年５月31日現在 

所有者の氏名 
又は名称 所有者の住所 

自己名義 
所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式総数 
に対する所有 
株式数の割合
（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 
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【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。   
  

２【株価の推移】 

月別 平成22年 
12月 

平成23年 
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 

最高（円）  51,500  65,900  59,000  60,600  62,700  68,000

最低（円）  46,900  51,200  54,000  38,500  55,400  56,700

３【役員の状況】 
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 
  
 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣
府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 
 なお、前第２四半期連結会計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）及び前第２四半期連結累計期
間（平成21年12月１日から平成22年５月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期
連結会計期間（平成23年３月１日から平成23年５月31日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年12月１日
から平成23年５月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  
２．監査証明について 
  
 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成22年３月１日から
平成22年５月31日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年12月１日から平成22年５月31日まで）に係る四
半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成23年３月１日から平成23年５月31日まで）及び当第２四
半期連結累計期間（平成22年12月１日から平成23年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、三優監査
法人による四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】 
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1【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末 
(平成23年５月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年11月30日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 1,595,321 1,325,644 
売掛金 324,445 372,930 
商品及び製品 14,097 2,088 
仕掛品 3,755 12,880 
原材料及び貯蔵品 6,765 33,854 
その他 80,720 107,515 
貸倒引当金 △2,875 △764 

流動資産合計 2,022,230 1,854,150 
固定資産   
有形固定資産 ※  232,277 ※  229,338 

無形固定資産   
ソフトウエア 441,611 517,298 
ソフトウエア仮勘定 4,434 3,622 
その他 30,857 8,458 
無形固定資産合計 476,903 529,379 

投資その他の資産   
その他 270,572 277,433 
貸倒引当金 △64,182 △65,428 

投資その他の資産合計 206,390 212,005 

固定資産合計 915,571 970,723 
繰延資産 6,205 7,450 
資産合計 2,944,008 2,832,324 

負債の部   
流動負債   
買掛金 774 3,489 
短期借入金 200,000 230,000 
1年内償還予定の社債 60,000 60,000 
1年内返済予定の長期借入金 41,700 99,400 
未払法人税等 10,517 16,291 
賞与引当金 20,977 20,337 
売上値引引当金 3,464 3,618 
その他 530,712 489,465 
流動負債合計 868,146 922,602 

固定負債   
社債 140,000 170,000 
長期借入金 31,600 42,400 
退職給付引当金 225,565 212,307 
資産除去債務 24,750 － 
その他 86,825 93,413 
固定負債合計 508,741 518,120 

負債合計 1,376,888 1,440,722 
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末 
(平成23年５月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年11月30日) 

純資産の部   
株主資本   
資本金 2,721,514 2,721,514 
資本剰余金 620,675 620,675 
利益剰余金 △1,773,413 △1,948,860 

株主資本合計 1,568,775 1,393,328 

評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金 △1,655 △1,727 

評価・換算差額等合計 △1,655 △1,727 

純資産合計 1,567,120 1,391,601 

負債純資産合計 2,944,008 2,832,324 
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年12月１日 
 至 平成22年５月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年５月31日) 

売上高 2,084,600 2,048,843 
売上原価 1,424,679 1,300,624 
売上総利益 659,921 748,219 
販売費及び一般管理費 ※1  522,564 ※1  540,861 

営業利益 137,357 207,357 
営業外収益   
受取利息 130 168 
受取配当金 662 496 
業務受託料 10,908 － 
受取保険金 － 1,266 
物品売却益 － 1,137 
その他 1,771 604 
営業外収益合計 13,472 3,673 

営業外費用   
支払利息 10,034 6,444 
その他 4,325 4,338 
営業外費用合計 14,359 10,783 

経常利益 136,469 200,248 
特別利益   
貸倒引当金戻入額 6,253 － 
固定資産売却益 297 － 

特別利益合計 6,551 － 

特別損失   
固定資産除却損 ※2  1,515 － 
投資有価証券評価損 3,012 － 
リース解約損 1,549 － 
資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 14,510 
その他 － 2,901 

特別損失合計 6,077 17,411 

税金等調整前四半期純利益 136,943 182,836 
法人税等 3,744 7,389 

少数株主損益調整前四半期純利益 － 175,446 

少数株主損失（△） △3,683 － 

四半期純利益 136,882 175,446 
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【第２四半期連結会計期間】 
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成22年５月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成23年５月31日) 

売上高 1,100,649 1,076,053 
売上原価 725,177 675,473 
売上総利益 375,472 400,580 
販売費及び一般管理費 ※1  257,468 ※1  267,977 

営業利益 118,003 132,603 
営業外収益   
受取利息 37 29 
受取配当金 662 496 
業務受託料 5,498 500 
物品売却益 － 469 
その他 1,300 85 
営業外収益合計 7,497 1,580 

営業外費用   
支払利息 4,535 2,998 
その他 2,114 1,869 
営業外費用合計 6,649 4,868 

経常利益 118,851 129,314 
特別利益   
貸倒引当金戻入額 10,458 － 
固定資産売却益 297 － 

特別利益合計 10,756 － 

特別損失   
固定資産除却損 ※2  269 － 
投資有価証券評価損 3,012 1,991 
リース解約損 976 637 
その他 － 172 
特別損失合計 4,258 2,800 

税金等調整前四半期純利益 125,349 126,513 
法人税等 1,775 1,644 

少数株主損益調整前四半期純利益 － 124,869 

少数株主損失（△） △829 － 

四半期純利益 124,403 124,869 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年12月１日 
 至 平成22年５月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年５月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   
税金等調整前四半期純利益 136,943 182,836 
減価償却費 174,365 131,909 
資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 14,510 
投資有価証券評価損益（△は益） 3,012 1,991 
退職給付引当金の増減額（△は減少） 18,109 13,258 
賞与引当金の増減額（△は減少） △644 640 
貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,253 865 
売上値引引当金の増減額（△は減少） △135 △154 
受取利息及び受取配当金 △792 △665 
支払利息 10,034 6,444 
繰延資産償却額 989 1,244 
有形固定資産除却損 1,515 206 
有形固定資産売却損益（△は益） △297 － 
売上債権の増減額（△は増加） △45,630 210,341 
たな卸資産の増減額（△は増加） △2,267 24,204 
仕入債務の増減額（△は減少） △31,951 12,862 
その他の流動資産の増減額（△は増加） 38,581 △12,933 
その他の固定資産の増減額（△は増加） △1,739 395 
その他の流動負債の増減額（△は減少） 92,262 △92,057 
その他 △22,520 △25,148 

小計 363,581 470,750 
利息及び配当金の受取額 792 665 
利息の支払額 △8,826 △6,252 
法人税等の支払額 △3,605 △7,019 

営業活動によるキャッシュ・フロー 351,942 458,143 
投資活動によるキャッシュ・フロー   
有形固定資産の取得による支出 △4,278 △1,262 
無形固定資産の取得による支出 △54,236 △49,675 
敷金及び保証金の回収による収入 843 1,235 
敷金及び保証金の差入による支出 － △2,000 
その他 － 1,000 

投資活動によるキャッシュ・フロー △57,672 △50,703 

財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借入金の純増減額（△は減少） △157,500 △30,000 
長期借入金の返済による支出 △76,500 △68,500 
社債の償還による支出 △50,000 △30,000 
ファイナンス・リース債務の返済による支出 △5,366 △9,264 
株式の発行による収入 496,928 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー 207,562 △137,764 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 501,832 269,676 
現金及び現金同等物の期首残高 579,040 1,325,644 
現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,080,873 ※  1,595,321 
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年12月１日 
  至 平成23年５月31日） 

会計処理基準に関する事項の変更 

資産除去債務に関する会計基準の適用  
 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業
会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準
の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用し
ております。 
 これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益はそれぞ
れ505千円減少し、税金等調整前四半期純利益が15,015千円減少しておりま
す。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は24,750千
円であります。 

【表示方法の変更】 

 当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年12月１日 
  至 平成23年５月31日）  

（四半期連結損益計算書関係） 
１. 前第２四半期連結累計期間まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「物品売却益」は、当第 
２四半期連結累計期間において営業外収益の総額の100分の20を超えたため、区分掲記しております。 

  なお、前第２四半期連結累計期間の「物品売却益」は 千円であります。 909
２. 前第２四半期連結累計期間まで区分掲記しておりました「業務受託料」は、当第２四半期連結累計期間において営
業外収益の総額の100分の20以下になったため、営業外収益の「その他」に含めて表示しております。 

  なお、当第２四半期連結累計期間の「業務受託料」は 千円であります。 
３. 前第２四半期連結累計期間まで区分掲記しておりました「固定資産除却損」「投資有価証券評価損」「リース解約
損」については、当第２四半期連結累計期間において特別損失の総額の100分の20以下になったため、特別損失の
「その他」に含めて表示しております。 
  なお、当第２四半期連結累計期間の金額は次のとおりであります。 

500

固定資産除却損 千円 206
投資有価証券評価損 千円 1,991
リース解約損 千円 704

４．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様
式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、
当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

 当第２四半期連結会計期間 
（自 平成23年３月１日 
  至 平成23年５月31日）  

（四半期連結損益計算書関係） 
１. 前第２四半期連結会計期間まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「物品売却益」は、当第２四
半期連結会計期間において営業外収益の総額の100分の20を超えたため、区分掲記しております。  

  なお、前第２四半期連結会計期間の「物品売却益」は 千円であります。 608
２. 前第２四半期連結会計期間まで区分掲記しておりました「固定資産除却損」は、当第２四半期連結会計期間から、
金額的重要性が乏しいため、表示科目の見直しを行い、特別損失の「その他」に含めて表示しております。 

  なお、当第２四半期連結会計期間の「固定資産除却損」は 千円であります。 
３．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様
式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、
当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 
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【簡便な会計処理】 

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年12月１日 
  至 平成23年５月31日） 

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法  当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定し
たものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績
率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

２．たな卸資産の評価方法  当第２四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を
省略し、前連結会計年度末の実地たな卸高を基礎として合理的な方法により
算定しております。 
  また、たな卸資産の簿価切り下げに関しては収益性の低下が明らかなもの
についてのみ正味売却価額を見積り、簿価切り下げを行う方法によっており
ます。  

３．固定資産の減価償却費の算定方法  定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の
額を期間按分する方法により算定しております。 

４．繰延税金資産の算定方法  繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経
営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場
合には、前連結会計年度において使用した将来の業績予想やタックス・プラ
ンニングを利用する方法によっております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年５月31日） 

税金費用の計算  税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税
引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税
引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。なお、法
人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。 
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【注記事項】 
（四半期連結貸借対照表関係） 

当第２四半期連結会計期間末 
（平成23年５月31日） 

前連結会計年度末 
（平成22年11月30日） 

※   有形固定資産の減価償却累計額は、 千円で
あります。 

172,658 ※   有形固定資産の減価償却累計額は、 千円で
あります。 

161,759

（四半期連結損益計算書関係） 

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年５月31日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年５月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は
次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は
次のとおりであります。 

  

給与手当 千円189,967
退職給付費用 千円10,872
賞与引当金繰入額 千円8,218

  

給与手当 千円206,692
退職給付費用 千円9,716
賞与引当金繰入額 千円8,375
貸倒引当金繰入額 千円865

※２ 固定資産除却損の内訳      ────────────────── 

  

建物 千円906
工具、器具及び備品 千円609
計 千円1,515

  

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年３月１日 
至 平成22年５月31日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成23年３月１日 
至 平成23年５月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は
次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は
次のとおりであります。 

  

給与手当 千円98,960
退職給付費用 千円5,497
賞与引当金繰入額 千円8,218

  

給与手当 千円104,753
退職給付費用 千円4,858
賞与引当金繰入額 千円8,375
貸倒引当金繰入額 千円△52

※２ 固定資産除却損の内訳     ────────────────── 
工具、器具及び備品  千円269
計 千円269

  

    

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年５月31日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年５月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借
対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年５月31日現在） 
 （千円）  

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借
対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成23年５月31日現在） 
 （千円）  

   

現金及び預金勘定  1,080,873

現金及び現金同等物  1,080,873
  

現金及び預金勘定  1,595,321

現金及び現金同等物  1,595,321
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当第２四半期連結会計期間末（平成23年５月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成22年12月１日 
至 平成23年５月31日） 
１．発行済株式の種類及び総数 
  普通株式    44,248株 
  
２．自己株式の種類及び株式数 
  該当事項はありません。 

  
３．新株予約権等に関する事項 
  該当事項はありません。 

  
４．配当に関する事項 
  該当事項はありません。  

（株主資本等関係） 
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前第２四半期連結会計期間（自 平成22年３月１日 至 平成22年５月31日） 

   （注）１．事業区分の方法 
  当社の事業区分は、提供しているサービスに応じて区分しております。  
２．各区分に属する主要なサービス  

  （※）ＢＰＯとは、「ビジネス・プロセス・アウトソーシング」の頭文字を取ったもので、自社の業務処 
      理の一部を、外部の業者にアウトソーシングすることを指します。 
３．事業区分の変更及び組織変更による営業費用の配分方法の変更 
 従来、独立した事業セグメントとして開示しておりました「りんご事業」及び「マーケティング事
業」について、人的資源の有効活用、販売効率及び営業管理体制の強化に向けて組織を改編したことに
伴い、事業区分を集約し「農産物販売事業」として表示することに変更いたしました。 
 また、各事業の機能を効率的・効果的に活用して全社横断的な営業活動を進めるため、従来「システ
ム事業」「業務受託事業」に含めてきた新規営業推進の担当部門を、組織変更により独立した組織とい
たしました。これにより、当該部門で発生する費用を第１四半期連結会計期間より配賦不能営業費用と
して集計することに変更いたしました。 
 なお、前第２四半期連結会計期間において、当第２四半期連結会計期間の事業区分及び営業費用の配
分方法によった場合の事業の種類別セグメント情報は、次のとおりであります。  

前第２四半期連結会計期間（自 平成21年３月１日 至 平成21年５月31日） 

（セグメント情報等） 
【事業の種類別セグメント情報】 

  
システム 
事業 
（千円） 

業務受託 
事業 
（千円） 

農産物販売 
事業 
（千円） 

計  
（千円） 

消去又は 
全社 

 （千円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売
上高 

 534,589  502,366  63,693  1,100,649  －  1,100,649

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

 1,545  1,505  2  3,053 (3,053)  －

計  536,135  503,871  63,695  1,103,703 (3,053)  1,100,649

営業利益又は営業損失
（△） 

 108,498  198,211  △21,213  285,496 (167,492)  118,003

事業区分 主要なサービス内容 

 システム事業  ＡＳＰ事業 

 業務受託事業 
 ＢＰＯ事業（※）（ 受注代行、計上代行、売掛管理代行、出荷付随代行、需給
調整代行、手配代行、買掛管理代行、入力代行） 

 農産物販売事業  りんご受託販売及び仕入販売事業 

  
システム 
事業 
（千円） 

業務受託 
事業 
（千円） 

農産物販売 
事業 
（千円） 

計  
（千円） 

消去又は 
全社 

 （千円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売
上高 

 466,390  532,740  21,335  1,020,465  －  1,020,465

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

 1,544  210  －  1,754 (1,754)  －

計  467,934  532,950  21,335  1,022,220 (1,754)  1,020,465

営業利益又は営業損失
（△） 

 △243,103  175,432  △82,743  △150,414 (174,218)  △324,632
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前第２四半期連結累計期間（自 平成21年12月１日 至 平成22年５月31日） 

   （注）１．事業区分の方法 
        当社の事業区分は、提供しているサービスに応じて区分しております。  

２．各区分に属する主要なサービス 

  （※）ＢＰＯとは、「ビジネス・プロセス・アウトソーシング」の頭文字を取ったもので、自社の業務処 
       理の一部を、外部の業者にアウトソーシングすることを指します。  
３．事業区分の変更及び組織変更による営業費用の配分方法の変更 
 従来、独立した事業セグメントとして開示しておりました「りんご事業」及び「マーケティング事
業」について、人的資源の有効活用、販売効率及び営業管理体制の強化に向けて組織を改編したことに
伴い、事業区分を集約し「農産物販売事業」として表示することに変更いたしました。 
 また、各事業の機能を効率的・効果的に活用して全社横断的な営業活動を進めるため、従来「システ
ム事業」「業務受託事業」に含めてきた新規営業推進の担当部門を、組織変更により独立した組織とい
たしました。これにより、当該部門で発生する費用を第１四半期連結会計期間より配賦不能営業費用と
して集計することに変更いたしました。 
 なお、前第２四半期連結累計期間において、当第２四半期連結累計期間の事業区分及び営業費用の配
分方法によった場合の事業の種類別セグメント情報は、次のとおりであります。 

前第２四半期連結累計期間（自 平成20年12月１日 至 平成21年５月31日） 

  

  
システム 
事業 
（千円） 

業務受託 
事業 
（千円） 

農産物販売 
事業 
（千円） 

計  
（千円） 

消去又は 
全社 

 （千円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売
上高 

 1,018,617  960,668  105,314  2,084,600  －  2,084,600

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

 3,201  3,155  2  6,359 (6,359)  －

計  1,021,818  963,824  105,316  2,090,959 (6,359)  2,084,600

営業利益又は営業損失
（△） 

 169,058  353,323  △44,578  477,803 (340,446)  137,357

事業区分 主要なサービス内容 

 システム事業  ＡＳＰ事業 

 業務受託事業 
 ＢＰＯ事業（※）（ 受注代行、計上代行、売掛管理代行、出荷付随代行、需給
調整代行、手配代行、買掛管理代行、入力代行） 

 農産物販売事業  りんご受託販売及び仕入販売事業 

  
システム 
事業 
（千円） 

業務受託 
事業 
（千円） 

農産物販売 
事業 
（千円） 

計  
（千円） 

消去又は 
全社 

 （千円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売
上高 

 948,839  1,031,807  25,550  2,006,197  －  2,006,197

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

 3,088  210  －  3,298 (3,298)  －

計  951,928  1,032,017  25,550  2,009,495 (3,298)  2,006,197

営業利益又は営業損失
（△） 

 △381,297  309,554  △111,266  △183,008 (344,422)  △527,431
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前第２四半期連結会計期間（自 平成22年３月１日 至 平成22年５月31日） 
 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  
前第２四半期連結累計期間(自 平成21年12月１日 至 平成22年５月31日) 
 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前第２四半期連結会計期間（自 平成22年３月１日 至 平成22年５月31日） 
 海外売上高がないため該当事項はありません。 

  
前第２四半期連結累計期間(自 平成21年12月１日 至 平成22年５月31日) 
 海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

１．報告セグメントの概要  
 当第２四半期連結累計期間（自平成22年12月１日 至平成23年５月31日）及び当第２四半期連結会計期間
（自平成23年３月１日 至平成23年５月31日）  
 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営
資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 
 当社グループは、製品・サービスの種類別に事業部等を置き、事業活動を展開しております。 
 したがって、当社グループは、事業部等を基礎とした製品・サービス別の事業セグメントから構成されてお
りますが、製品・サービスの内容及び経済的特徴が概ね類似している事業セグメントを集約し、「システム事
業」、「業務受託事業」及び「農産物販売事業」の３つを報告セグメントとしております。 
 「システム事業」は主に、生鮮青果流通の商流・物流をサポートする情報システムを提供しております。 
 「業務受託事業」は主に、生鮮青果流通を構成する事業者に対する事務代行サービスを提供しております。 
 「農産物販売事業」は主に、りんごの受託販売及び仕入販売、国産農産物を対象としたマーケティング活動
及び販売活動を行っております。 
  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報    
  当第２四半期連結累計期間（自 平成22年12月１日 至 平成23年５月31日）      （単位：千円） 

（注）１ セグメント利益又は損失の調整額△366,524千円には、セグメント間取引消去4,798千円、各報告セグ
メントに配分していない全社費用△371,322千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメ
ントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。 

   ２ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。  

【所在地別セグメント情報】 

【海外売上高】 

【セグメント情報】 

  システム 
事業 

 業務受託 
事業 

農産物販売
事業 合計 調整額

（注）１ 

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注）２  

売上高            

 外部顧客への売上高  1,006,793  937,806  104,243  2,048,843  －  2,048,843

 セグメント間の内部 
 売上高又は振替高 

 3,091  3,459  1,252  7,803  △7,803  －

計  1,009,885  941,266  105,495  2,056,647  △7,803  2,048,843

セグメント利益又は 
損失（△） 

 279,336  318,062  △23,517  573,881  △366,524  207,357
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  当第２四半期連結会計期間（自 平成23年３月１日 至 平成23年５月31日）      （単位：千円） 

（注）１ セグメント利益又は損失の調整額△181,742千円には、セグメント間取引消去2,383千円、各報告セグ
メントに配分していない全社費用△184,126千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメ
ントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。 

   ２ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。  
  
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  
  当第２四半期連結会計期間（自 平成23年３月１日 至 平成23年５月31日） 
該当事項はありません。 
  

（追加情報）  
 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成
21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 
平成20年３月21日）を適用しております。  

  

  システム 
事業 

 業務受託 
事業 

農産物販売
事業 合計 調整額

（注）１ 

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注）２  

売上高            

 外部顧客への売上高  520,985  479,135  75,932  1,076,053  －  1,076,053

 セグメント間の内部 
 売上高又は振替高 

 1,545  1,385  1,252  4,183  △4,183  －

計  522,531  480,521  77,184  1,080,237  △4,183  1,076,053

セグメント利益又は 
損失（△） 

 163,484  162,654  △11,793  314,345  △181,742  132,603
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 金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり
ません。 
  

 有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり
ません。 

  

 デリバティブ取引は、全てヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。 

  

 資産除去債務の当第２四半期連結会計期間末の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度
の末日（注）と比較して著しい変動がありません。  
（注）第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月
31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）
を適用しているため、前連結会計年度の末日における残高に代えて、第１四半期連結会計期間の期首における残
高と比較しております。  
  

  

該当事項はありません。  

（金融商品関係） 

（有価証券関係） 

（デリバティブ取引関係） 

（資産除去債務関係） 

（賃貸等不動産関係） 
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１．１株当たり純資産額 

（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  
 ２．１株当たり四半期純利益金額 

  
（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（１株当たり情報） 

当第２四半期連結会計期間末 
（平成23年５月31日） 

前連結会計年度末 
（平成22年11月30日） 

１株当たり純資産額 35,416.75円 １株当たり純資産額 31,450.04円

 項目 当第２四半期連結会計期間末 
（平成23年５月31日） 

前連結会計年度末 
（平成22年11月30日） 

純資産の部の合計額（千円）  1,567,120  1,391,601
純資産の部の合計額から控除する金額（千円）       －  －

普通株式に係る四半期末(期末)の純資産額 
（千円） 

 1,567,120  1,391,601

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末
（期末）の普通株式の数（株） 

 44,248   44,248

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年５月31日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年５月31日） 

  
 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた
め、記載しておりません。  

１株当たり四半期 
純利益金額  

3,784.12円

  
 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ
ん。  

１株当たり四半期 
純利益金額  

3,965.08円

  
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年５月31日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年５月31日） 

四半期純利益（千円）  136,882  175,446
普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  136,882  175,446
期中平均株式数（株）  36,173  44,248
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（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年３月１日 
至 平成22年５月31日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成23年３月１日 
至 平成23年５月31日） 

  
 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた
め、記載しておりません。 

１株当たり四半期 
純利益金額 

2,886.72円

  
 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ
ん。 

１株当たり四半期 
純利益金額 

2,822.04円

  
前第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年３月１日 
至 平成22年５月31日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成23年３月１日 
至 平成23年５月31日） 

四半期純利益（千円）  124,403  124,869
普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  124,403  124,869
期中平均株式数（株）  43,095  44,248
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    該当事項はありません。 
（重要な後発事象） 
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 該当事項はありません。 

  

２【その他】 
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年７月14日

イーサポートリンク株式会社 
取締役会 御中 

三優監査法人 

  代表社員 
業務執行社員   公認会計士 杉田 純  印 

  代表社員  
業務執行社員   公認会計士 海藤 丈二 印  

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているイーサポートリ

ンク株式会社の平成21年12月１日から平成22年11月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年３月

１日から平成22年５月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年12月１日から平成22年５月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、イーサポートリンク株式会社及び連結子会社の平成22年５月31日

現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四

半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において

認められなかった。 

  

追記情報 
１.「セグメント情報」の事業の種類別セグメント情報に記載されているとおり、会社は当連結会計年度の第１四半期連
結会計期間より、事業の種類別セグメントについて事業区分及び組織変更による営業費用の配分方法を変更してい
る。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半
期報告書提出会社）が別途保管しております。 

     ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年７月15日

イーサポートリンク株式会社 
取締役会 御中 

三優監査法人 

  代表社員 
業務執行社員   公認会計士 海藤 丈二 印 

  代表社員  
業務執行社員   公認会計士 岩田 亘人 印  

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているイーサポートリ

ンク株式会社の平成22年12月１日から平成23年11月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年３月

１日から平成23年５月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年12月１日から平成23年５月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、イーサポートリンク株式会社及び連結子会社の平成23年５月31日

現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四

半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において

認められなかった。 

  

追記情報                                                  

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第１四半期連結会計

期間より「資産除去債務に関する会計基準」及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」を適用している。 

                                                       

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半
期報告書提出会社）が別途保管しております。 

     ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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